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令和８年度の本市の取組の進め方



１．地域計画とは何？

【地域計画（正式名称：地域農業経営基盤強化促進計画）の背景】

• 人口減少、高齢化等による耕作者の減少・未耕作農地増加のおそれ

• 農地を農地として守っていくために、地域内で話し合い、将来的な耕作者をあらかじめ
目標として示していくことが重要

• 農業経営基盤強化促進法改正（令和５年）により、人・農地プランが「地域計画」として
法令化。将来の農地利用の姿を示した「目標地図」を新たに作成

• 「目標地図」に沿った農地の集積・集約を進め、荒廃農地発生抑制、農業経営効率化

地域（耕作者・地権者・自治会長・区長 ・・・etc.）主体で策定する計画！！

現状 目標地図
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ＳＴＥＰ１ 市役所内の合意形成

ＳＴＥＰ２ 関係機関・団体（ＪＡ、土地改良区等）との合意形成

ＳＴＥＰ３ 農業委員・農地利用最適化推進員との合意形成

ＳＴＥＰ４ 認定農業者等の農業者による協議・合意形成

ＳＴＥＰ５ 地域（地権者）との協議・合意形成

農業者による協議・合意形成によって次のステップにつながる

【「地域計画」における合意形成の考え方】

～なぜ、農業者の方に話し合いをお願いするのか～
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２．昨年度までの取組内容

【取組状況】

• 市内を８の区域に整理し、令和５年度から地区ごとの
座談会を開催。

• 令和７年３月に座談会の内容を整理し、「地域計画」
を策定。

• 令和７年４月から「地域計画」のブラッシュアップに
向けた取組を開始。

【令和７年度の取組内容】

• 「北文間地区」をモデル地区に選定。特に豊田・羽黒
エリアに絞って、重点的な取組を実施。

• 「牛久沼周辺地区」を除く、６地区も座談会を開催。

【座談会の主な内容】

• 農地集積集約（全国）・新メガファーム事業（龍ケ崎市）の事例紹介

• ほ場整備（土地改良）事業内容・進め方の紹介

• 特定外来生物（ナガエツルノゲイトウ等）の防除・補助金などの情報提供

• 地域農業の課題や経営意向の共有、農地集積・集約へ向けた取組
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【モデル地区（北文間地区）の取組概要】

R7年3月
策定時の目標地図 地域の概要

・北文間地区は農地面積441ha（水田が約８割）
・基幹作物は水稲
・地域の農業を担う者38名、うち認定農業者22名

地元農家と入作農家の話合い（R8年2月）

令和７年６月 令和７年１０月 令和７年１２月 令和８年２月

北文間地区全域 豊田・羽黒エリア 豊田・羽黒エリア 豊田・羽黒エリア

農業者１１名参加 地元農家５名参加 入作農家５名参加 地元・入作農家７名参加

協議の深化を図るため、エ
リアを細分化。豊田・羽黒
エリアの重点取組を確認。

地元意向の目標地図作成。
将来の耕作意向面積共有。

入作農家の目標地図作成。
将来の耕作意向面積共有。

地元・入作の意向を反映した
目標地図の共有。
農地集積・集約の取組へ活用
することを確認。
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・集積集約エリアの共有

・入作農家の意向調整

・地元農家の意向調整

地元農家Ａ
・

地元農家Ｂ

地元農家Ｃ
・

地元農家Ｄ

地元農家Ｃ 地元農家Ｄ

R7年10月
地元農家の目標地図

R8年2月
豊田・羽黒エリア目標地図

・地元農家の意向に入作農家の
意向を重ねて・・・

将来像が見える化
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【令和７年度に得られた取組課題】

• 地域計画の主旨である１筆１人の目標地図は、ハードルが高く、全員が意向を発信しにくい

• 地元農家の意向が発信されないと、入作農家の意向も発信されない

• 人数が多いほど・・・（エリアが広いほど・・・）話し合いの深化は困難

• 地域計画の策定地区ごとの座談会開催は・・・

⇒ 同一・同様の内容が多く、農家を含めた関係者全体の負担

⇒ エリアが広く、関係者の招集が困難かつ、意見交換に終始し、マンネリ化の懸念

農家・関係者のみなさんに結果を見える化していくことが重要！！

【取組成果・解決手段】

• １人１筆に限定せずに見える化できる形の話し合いの取組（目標地図の見える化）

⇒ 目標地図に沿った農地集積・集約の実行、将来の更なるブラッシュアップへの下地

• 少人数（４～５名）、地元農家限定、入作農家限定など、参加者をあえて限定することも重要

• 重点的な取組による成果の見える化
⇒ 成果につながることでマンネリ化を抑制、じぶんごとの取組へ！
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３．令和８年度の取組方針

【取組方針】

• 地域計画の取組は、ＰＤＣＡサイクルを通じてブラッシュアップを
図っていく！

• 話し合いのマンネリ化を招く恐れ、参加者の減少、将来の話し合いの
土壌を損なう恐れがある無計画な座談会開催はしない！

• 話し合いの深化を図るため、小規模・少人数の座談会を多く開催する！

【取組計画】

• 全地区合同座談会の開催（本日開催）
開催頻度 ： 年１回開催
目 的 ： 市内全域の農業課題や補助制度などの情報を共有

個別（小エリア）座談会の開催予定の共有

• 個別（小エリア）座談会の開催（８月～２月） ※個別（小エリア）座談会は随時要望受付中！

① 小屋エリア （川原代地区） 【８月予定】
② 豊田・羽黒エリア （北文間地区） 【８月予定】
③ 下泉エリア （八原地区） 【９月予定】
④ 馴馬・馴柴エリア （馴柴地区） 【未定（冬季）】
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【龍ケ崎地区】
【地域の概況】

・農地面積は249ha【集積率47％】

・基幹作物は水稲

・北部（流通経済大学以東）は、地盤等の
条件が悪く、離農が顕著。集積困難。

・都市計画マスタープランにおいて、市街
地縁辺部として位置付け。市街地を補完
する用途の土地利用も検討。

・南部は、新メガファーム事業（R4-R6）
の対象区域。農地集積も進捗。引き続き、
農地集積・集約に取り組む。
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【大宮地区】
【地域の概況】

・農地面積は656ha【集積率46％】

・基幹作物は水稲、施設トマト

・江川以北は、規模拡大を希望する農家に
加えて、地元農家も多く営農しており、
農地集約の協議は時期尚早。

・江川以南は、新メガファーム事業（R4-
R6）の対象区域。農地集積・集約も進捗。
引き続き、農地集積・集約に取り組む。

・大宮小学校付近の水路にて、ジャンボタ
ニシの発生を確認。農作物被害の予防の
ため、防除対策の周知、情報共有、対策
の実行が必要。

大宮小学校付近
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【長戸地区】
【地域の概況】

・農地面積は520ha【集積率61％（目標63％）】

・基幹作物は水稲、露地野菜

・北部の水田は、２つの集落営農を中心に集積、
集約。南部の水田は、規模拡大意向の農家も
多数おり、農地集約の協議は時期尚早。

・畑地は農家の高齢化、離農、後継者不足が顕
著。牧場（他市）の飼料作物栽培などの利用
が拡大。

・南部の水田にて、ナガエツルノゲイトウの発
生を確認。農作物被害の予防のため、防除対
策の周知、情報共有、対策の実行が必要。
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【八原地区】
【地域の概況】

・農地面積は662ha【集積率32％】

・基幹作物は水稲、露地野菜、花き

・南部の水田（羽原、八代）は、農地集積は進
捗。地元の農家も多く、農地集約の協議は時
期尚早。

・南部谷津田（別所）は、レンコン農家の参入
もあり、荒廃農地の解消を含めた取組が進捗。

・八原土地改良区管内（薄倉谷津）において、
大規模な離農。担い手参入を促すも、多くの
農地が未耕作。

・貝原塚の畑地においては、花き・露地野菜を
中心に利用。また、飼料作物の栽培も拡大。

・泉町の畑地においては。農家の高齢化、規模
縮小、離農もあり、後継者不足。
下泉エリアを中心に、畑作農家を募り、話し
合いの場を設けていく。（令和8年9月予定）

下泉エリア

八原土地改良区管内

レンコン参入地域
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【馴柴地区】
【地域の概況】

・農地面積は385ha【集積率33％】

・基幹作物は水稲、露地・施設野菜

・馴馬・馴柴エリアの水田は、多面的機能活動
組織の立ち上げも踏まえ、農地の集積・集約。
重点エリアとして、話し合いの場を設ける。
（未定（冬季予定））

・畑地は規模拡大希望農家に順次、集積を図る。

・若柴台の下エリアは、都市計画マスタープラ
ンにおいて、市街地縁辺部として位置付け。
市街地を補完する用途の土地利用も検討。

馴馬・馴柴エリア

市街地縁辺部

15



【川原代地区】

小屋エリア

【地域の概況】

・農地面積は261ha【集積率41％】

・基幹作物は水稲

・二区、三区は区画規模、用水（パイ
プライン）、地盤等の条件が良く、
優良農地が多い。

・地元の小規模農家も多く営農。今後、
５年程度は安泰。離農する農地も地
元農家を中心に引き継ぐ。

・一方、小屋エリア（城西中学校以
南）は、不整形・狭小な農地。

・三区、砂波の一部にて、ジャンボタ
ニシの発生を確認。また、ナガエツ
ルノゲイトウも確認。農作物被害の
予防のため、防除対策の周知、情報
共有、対策の実行が必要。

・小屋エリアを重点エリアとして、対
象者を募り、話し合いの場を設けて
いく。（令和8年8月予定）ジャンボタニシ

ナガエツルノゲイトウ
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【北文間地区】
【地域の概況】

・農地面積は441ha【集積率27％】

・基幹作物は水稲

・豊田・高須エリアは、重点エリアとして、話
し合いを継続予定。目標地図に基づく、農地
集約化の協議を開始予定。（令和8年8月）

・北方エリアは、基盤整備事業に関する協議を
実施中。

・豊田・高須エリアの農地集約化の協議がひと
段落してから、他エリアで成果等を共有し、
取組の展開を図る。
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【牛久沼周辺地区】
【地域の概況】

・農地面積は105ha【集積率4％】

・基幹作物は水稲

・周辺市町村と広く農地が接し、特につくば市、
つくばみらい市の担い手を中心に土地活用。

・大規模経営体を中心とした農地集積、農地中
間管理機構の活用を進め、集積率の向上と耕
作者の見える化を図っていく。

・多面的機能活動組織の活動による話し合いを
できないか模索中。
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４．皆さまへお願いしたいこと

• 「地域計画」の話し合いは、地域農業の将来像を明確化し、地域農業を守るだけでなく、
皆さま自身の農業経営の安定・効率化、儲かる農業の実現に寄与できるものと確信してい
ます！
ぜひ、じぶんごとの取組として、取組の進め方について一緒に悩んでください。

• 有意義な話し合いをするには、実際に農業をされる皆さまの「想い」が重要になります。
じぶん龍の「想い」を伝え、話し合いを牽引してください。

• 農業をされる皆さまは一国一城の主です。それぞれの「想い」に相違があって当たり前のこと
です。より良い農業経営、地域農業を実現するには、対話を重ねていくしかありません。
「また話し合いたい」と思える雰囲気づくりに協力してください。また、翌日以降にいがみ合
いが続かないよう、各自心掛けてご参加ください。

• 座談会を含めた様々な場において、農業者の皆さま同士が交流する機会があると思います。
農地交換なども、積極的に話し合っていただくようお願いします。

• 話し合いをするにあたって、必要な情報や資料（地図等）については、農業政策課へご相談く
ださい。可能な限り協力いたします！
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協議の場（話し合いの場）における約束事項
協議の場は、お互いの意見を「聴き合う」場です。

次の事項を守ってご参加ください。

• わたしは、自分ばかり話しません

• わたしは、頭から否定しません

• わたしは、楽しい雰囲気を大切にします

• 参加者は、対等です

• 皆が気持ちよく話せるよう協力します
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農地中間管理事業の推進について
（相続未登記農地の活用等）



１．農地中間管理事業とは

茨城県農地中間管理機構
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茨城県農地中間管理機構

農林水産省HP

〇 国の目標集積率 ： 70％【2030年（令和12年）】

〇 茨城県の農地集積率目標 ： 66％以上

〇 龍ケ崎市の農地集積率 ： 57.8％（R8.3末）

〇 大規模経営体を中心に事業活用
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２．所有者不明農地（相続未登記農地）

農林水産省HP

※農地中間管理事業の利用権設定において、原則として農地共有所有者の過半の同意が必要になります。
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区分 所有者不明農地（農地法） 共有者不明農地（農地バンク法）

相続人（共有者）の
有無

1人も判明しない 1人でも判明している

相談窓口 農業委員会事務局 農業政策課（農地バンクより委託）

賃借料
農地賃借料情報など

【契約期間の賃料固定・変動制賃料不可】
相続人代表との協議
【変動制賃料も可能】

賃借料の支払い 一括又は分割（1年に1回） 1年に1回

契約期間
最大４０年間

（原則１０年間）
最大４０年間

（原則１０年間以上）

遊休農地解消事業 活用不可 活用可

※所有者不明農地の契約期間中の賃借料を、農地バンクが法務局（国）へ一括で供託。このため、契約期間は10年間を原則。一括して納付
いただける場合は、要相談。

※土地改良区の賦課金滞納分については、土地改良区との協議を要する。
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〇所有者不明農地の賃借料は、「農地賃借料情報」など、地域の
実情にあわせたものとなります。

〇周辺農地の特別事情など、加味すべき事情がある場合には、気
軽にご相談ください。
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３．遊休農地解消事業

農林水産省HP
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農業振興地域内の農用地以外も
対象に！！
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４.皆さまへお願いしたいこと

• 農地中間管理事業の推進により、耕作者の「見える化」が進みます。
「地域計画」を軸とした農地集約化の取組の大変貴重な資料となります。

• 農業経営の効率化や地域農業（農地）を守り続けるため、所有者不明農地制度
（所有者不明農地、共有者不明農地）の活用を検討ください。
関係機関も一体となって活用に向けた支援を行います。

• 本市においても、所有者不明農地制度や遊休農地解消対策事業の活用実績がございます。
まず、対象要件を満たすかどうかご気軽にご相談ください。

• 集積率が、国補事業の要件や優先枠になっています。集積率向上に協力ください。

農業経営の効率化 荒廃農地の発生抑制 地域農業維持発展

に向けて、制度を上手にご活用ください！！
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本市の展開する補助事業



スマート農業導入加速化支援事業
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畑作農業ステップアップチャレンジ事業
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特定外来生物防除事業（ナガエツルノゲイトウ）
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ジャンボタニシ防除対策事業（スクミリンゴガイ）
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「火入れ制度」について



１．「火入れ制度」とは

【周知の背景】

〇令和７年２月に岩手県大船渡市の林野火災による被害（2月26日発生、4月7日鎮火）

延焼範囲 ： 約３，３７０ヘクタール

焼損棟数 ： 住家９０棟（うち全焼５４棟）、住家以外１３６棟（うち全焼１２１棟）

死傷者数 ： 死者１名、負傷者なし

〇令和７年８月に公表された「大船渡市林野火災を踏まえた防災対策のあり方に関する検討会報
告書」の提言。

・「火入れ制度」の許可制度を市町村において、あらためて周知すること

・林野火災注意報、林野火災警報を創設。消防の防火指導の強化 など
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２．林野火災注意報・林野火災警報
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３．「野焼き」と「火入れ」
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４．「火入れ」の届出が必要なのかは・・・

〇「いばらきデジタルマップ 森林」で検索し、「茨城県ホーム
ページ５条森林図」を検察！

〇薄い水色で示した図形が「森林計画対象民有林」。「火入れ」
対象地から１ｋｍ以内にないか、計測機能を使ってチェック！

〇不明な場合は、市農業政策課へ相談ください！
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関係機関からの情報提供
【茨城県県南農林事務所稲敷地域農業改良普及センター】

〇 暑さに負けない米作り

〇 水稲の品質向上（高温対策）に関するアンケート

〇 県南地域堆肥活用研修会（申込用紙）

【茨城県県南農林事務所土地改良事務所】

〇 大区画化等加速化支援事業（事業案内）


